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コミュニティで取り組まれている
環境教育の分析枠組の検討
高 橋 正 弘
１　はじめに
持続可能な社会を築く方向性はどうあるべきか、そして持続可能な社会と
いうものはどのような姿か、という観点について、例えば『21世紀環境立
国戦略』（2007）では「低炭素社会」、「循環型社会」、「自然共生社会」といっ
たキーワードを提示し、それらは一般に受け入れられている。しかしながら
それらの社会の具体的な在り方については、特定の具体的な方向性が提示さ
れているわけではない。つまり持続可能な社会のイメージに関しては、何ら
かの固定的なものが存在しないため、そのイメージは不定である。ところで
1997 年のテサロニキ会議（阿部他 1999）において、従来の環境教育に、「持
続可能性」という達成目標を込めた考え方の端緒が示され、その後 2002 年
に開催された「持続可能な開発に関する首脳会議（WSSD）」で、国連持続
可能な開発のための教育の10年を開始することが提唱されたことを通じて、
「持続可能な開発のための教育（ESD）」というコンセプトが登場したことに
より、環境教育は持続可能な社会の形成に寄与すべきである、という認識が
広く共有されるようになってきている（阿部 2014）。
環境教育が持続可能な社会の形勢に寄与するという役割を果たすために
は、さまざまなアプローチがあると思われるが、中でも最も重要なひとつは、
地域に注目することである。国家や世界レベルで考えれば、広い世界を何ら
かの持続可能な社会のイメージを構築してそこに収斂させていくことが必要
だが、そういったイメージを共有することすら、世界の多様性や規模からし
て不可能である。ところがそれを地域やコミュニティのレベルで捉えていく
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のであれば、限られた範囲の住民やコミュニティの構成員の中で将来の社会
像を想像し、イメージを共有することができ、そしてそのような社会の実現
化に向かって努力するということが、規模の面からも可能となる。それゆえ、
持続可能な社会の構築を企図した環境教育の在り方というものを明らかにす
るためには、各地域でおこなわれている環境教育の事例を紐解き、それぞれ
の事情に応じた検討がなされる必要がある。
しかしながら、各地域で行われる、もしくは行われるべき環境教育のそれ
ぞれの事例を、いったいどのような視点で見つめれば良いのか、そしてコミュ
ニティで取り組まれる環境教育の分析枠組というものを明らかにするには、
どのようにすればよいのだろうか。そのことについては、ESD の分野におい
ては優良事例の提示などといった作業が少しずつ行われていて（「国連持続
可能な開発のための教育の 10年」関係省庁連絡会議 2014）、それらを参照
することもできる。環境教育の分野においては、BHANDARI and ABE（2001）
や BHANDARI et.al（2002）などがある。いずれも実践の紹介や、活動を記
述したものの集積であって、地域の環境の課題に引きつけたものとしての環境
教育の必要性に踏み込んだりはしておらず、また地域の課題解決に際して顕在
化してくる利害関係を明らかにしたりしたものとしては提示されていない。
そこで本研究は、コミュニティにおいて存在する個別の環境課題に応じて
取り組まれる環境教育に注目し、そこで行われている環境教育と環境課題と
の関係を明らかにし、コミュニティや地域において進められる環境教育を分
析するためにはいったいどのような枠組があり得るか、ということについて、
検討することを試みる。
２　環境課題が明らかなコミュニティにおける
環境教育の概要
コミュニティにおける環境教育の分析枠組を検討するということを目指す
となれば、まず検討の対象となるコミュニティが果たしてどのような環境に
関する課題を有しているのか、それがどのようなものであるのか、というこ
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とについて明らかにすることが重要となる。なぜならコミュニティの住民に
認識されている環境課題のタイプや種類によって、そのコミュニティにお
いて取り組まれるべき環境教育の方向性はおのずから定まっていくからであ
る。つまり各地域に存在する環境課題の異同によって、そこで取り組まれる
べき環境教育には当然違いが生じる、ということが前提となる。そのため、
環境に関する課題が明確なコミュニティにおいて、そこでどのような環境教
育が行われているか、またそこではどのような環境教育の目標を把持してい
るのか、ということを明らかにしていく作業が重要となってくる。
以下では、環境課題が明確であると考えられるコミュニティから、長崎県
対馬市、新潟県佐渡市、福島県および福島県伊達市を抽出し、それぞれのコ
ミュニティにおける環境教育について、その概要および環境教育の目標設定
のあり方と、一部の内容等を取り上げ、整理して記述することとする。
２−１　対馬市におけるツシマヤマネコの保護をめぐる
環境教育の現状と ESD の課題 1）
対馬市には、「ツシマヤマネコ」という固有種が生息している。ツシマヤ
マネコの生息数の予想は、2010 年代前半の推計で 100 頭弱と極めて少な
いため、環境省を中心として繁殖と野生復帰を含めた改善への取り組みが計
画され、集中的に行われている（環境省 2004、ツシマヤマネコ保護増殖連
絡協議会 2010、西野 2014）。そのことを考慮すれば、対馬市における環境
教育の目標は、この絶滅が危惧されているツシマヤマネコの保全をすすめ、
かつ生息数を増加させるためにツシマヤマネコの保護と野生復帰事業を成功
させることとなる。その目標に向けて、保護と野生復帰事業の成功のために
さまざまなセクターや場、施策等をつなぐことが必要となる。そして具体的
な環境教育活動の目標として想定されるものの代表は、ツシマヤマネコおよ
びその保全のための住民の関心を高め、保護に向けた態度を醸成させること、
となる。
生態の特徴上、ツシマヤマネコは日ごろからあまり人目につくことがない
（ツシマヤマネコ BOOK編集委員会 2008）。そのためツシマヤマネコの存在
を、日常的に実感をもって捉えることができる住民は極めて少ない（本田他
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2010）。それでいてそのようなツシマヤマネコの保護や保全を確実に進展さ
せるためには、対馬に居住する住民からの支持が決定的に重要となる。なぜ
ならそのような動物の生息を保障していくには、生息地域の周囲等の住民の
協力が必要であるからであり、地域住民の生活と乖離した野生生物の保護活
動は、持続性が少ないからである（本田 2008）。そのことから、対馬市の
住民に対するツシマヤマネコの保全を企図した意識啓発を進めることは、ツ
シマヤマネコの保全を進める上で非常に大切な作業となる。
２−１−１　対馬市における環境教育の概要
それでは対馬市において、学校、コミュニティ、生活者、観光客、行政、
それぞれにどのような環境教育が行われているのであろうか。聞き取り調査
の結果の整理をすると、概要は以下のとおりである。　
まずツシマヤマネコをめぐる環境教育を担っているのは、地元では「ヤマ
ネコセンター」と呼ばれる「対馬野生生物保護センター」である。環境省の
出先機関となる当該施設は、上県町の棹崎公園の中にあり、施設ではネコエ
イズウイルスに感染しているなどの事情があって飼育を続けているツシマヤ
マネコの生態展示を行っているほか、さまざまな展示施設を展開していて、
普及啓発を行うビジターセンターとしての役割を果たしており、実際にここ
を訪れる人は、パネルやグッズ等を見ることで、ツシマヤマネコの学習を効
率的にできるようになっている。訪問客は年間１万３千人程度で、そのうち
３千人は外国人とのことである。つまり、市民や観光客に対する環境教育は、
主としてこのセンターが担っているということになり、そこをサポートする
形でいくつかの民間団体が存在していて、それぞれの活動を通じてさまざま
な環境教育や意識啓発活動を行っている。例えば「ツシマヤマネコ応援団」は、
ヤマネコセンターの活動をサポートしている民間団体で、苗木を舟志地区に
あるセメント会社の社有林に植樹をしたことをきっかけとし、舟志の森全体
でヤマネコが暮らしやすくなるよう間伐などの手入れ作業等をしている。ま
た舟志の森自然学校も設立され、そこを環境教育の拠点のひとつとして活動
を展開している。「ツシマヤマネコを守る会」は、ツシマヤマネコの保護を
かなり早い段階から訴えていた民間団体であり、ヤマネコの保護が緊急性の
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高い課題という認識で、長年にわたって給餌活動をおこないつつ、生息地の
保護区設置のための土地の買い上げ等といった活動を行っている。その過程
で意識啓発のさまざまな活動を行っており、会長の山村氏による現場等での
解説や保護活動の取り組みなど、広報の面において重要なアクションの一翼
を担っている。
対馬市では、『対馬市環境基本計画』（2013）の中でツシマヤマネコを具
体的に挙げつつ、「対馬でしか見られない野生動植物の保護に向けて、多様
な主体が連携し、遺伝資源の保全のための調査、研究及び保護啓発事業を推
進」する、としている。現状で、対馬市の学校のこどもたちに対する環境教
育を担っているのは、対馬野生生物保護センターおよび対馬自然保護官事務
所厳原事務室が中心である。これらは、対馬市教育委員会と協力し、また長
崎県の普及啓発事業の予算を活用し、市内の小中学校の要望に応じる形で、
ツシマヤマネコに関する環境教育を学校に対して行っている。具体的には、
環境省の職員が学校を訪問して授業を実施したり、学校の生徒が遠足のよう
な形でセンターや厳原の順化施設を訪問して、そこの職員からのレクチャー
を受けたり、さらに整備等の体験的な活動に参加するなど、さまざまな形式
で展開されている。ツシマヤマネコはほとんどの小学生にとってそれまで見
たこともない動物であることから、話として聞くだけでなく、授業の中で実
物を見ることが重要で、その際には上県のヤマネコセンターを訪問する、と
いう方法が採用される。
これら以外にも、路上に飛び出てきて轢かれて死亡してしまうツシマヤマネ
コ事故の減少を目指して取り組まれている注意喚起の看板の設置、などといっ
たドライバーに対する認識向上のアクションや、ヤマネコの生息に危害を与え
る恐れのあるイエネコや野ネコの管理のために、平成22年に策定された「対
馬市ネコ適正飼養条例」やその内容についての周知活動全般についても、対馬
市におけるツシマヤマネコをめぐる環境教育の一環と考えることができる。
２−１−２　対馬市における ESD の課題
ツシマヤマネコの保護と個体数管理という課題の中で、ツシマヤマネコ自
体が観光資源としての役割を担う可能性がある。例え野生下のツシマヤマネ
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コを住民ですらかなりの割合で見たことがないとしても、ツシマヤマネコを
冠にした商品名やパッケージなどもさまざま開発されていることから、ツシ
マヤマネコ、イコール対馬市の観光資源、という認識はすでに高いと言える。
事実、対馬の玄関でもある対馬空港はその愛称として「対馬やまねこ空港」
と呼ばれている。観光資源としてのツシマヤマネコという認識を踏まえて、
対馬市においてツシマヤマネコの保護保全を目的とした環境教育を企図、実
施するとしたら、その対象は、対馬市に生活拠点のある住民に向けた環境教
育と対馬市を訪問する観光客に向けた環境教育のふたつがあることになる。
とりわけ対馬市を訪問する観光客に対する環境教育を発展させていくに
は、「エコツーリズム」の考え方を取り入れる必要があろう。現時点ではま
だ対馬市でエコツーリズムが大きな潮流にはなっていないが、今後高まって
いく可能性は十分あり得ると考える。そしてエコツーリズムが活発になった
段階で、観光客自身は短期滞在ではあるものの、現場の野生生物保護や野生
復帰事業に対して何らかの貢献をすることができる主体となることができ
る。なぜなら観光地を訪問する観光客は、当該地域からは「よそ者」と表現
される存在ではあるが、そこでの観光業等が環境に配慮しているかをモニタ
リングする役割を果たすポテンシャルが備わるとされているからである（本
田他 2006）。ツシマヤマネコの保護と個体数管理が行われている現場で、
モニタリングの役割を果たすという観光客が、実際に保護保全や野生復帰に
とってどのような関わりができ、どのような貢献をし得るのかについては、
心情的に地域の環境課題に共感し、地元住民だけに負担を押し付けないよ
うな役割を果たせるようになることで、例えコミュニティの外にいる存在で
あったとしても改善への動きや努力を支持し、協力する立場になってもらう
ということが重要である。そのあたりに配慮し、エコツーリズムの取り組み
の広がりを確実なものとしていくことが、対馬市における ESD の課題のひ
とつとなると考えられる。
２−２　佐渡市のトキ保護をめぐる環境教育の現状と ESD の課題 2）
佐渡市は日本国内で最後まで野生のトキが生息していた土地であることか
ら、トキ野生復帰事業が行われているコミュニティである。佐渡では 1967
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年からトキの飼育事業が開始され、繁殖を目指す長い取り組みがはじめられ
たが、国内産のトキの相次ぐ死亡によって一時停滞しつつも、繁殖事業が軌
道に乗るようになったのは中国からのトキの導入が開始された 1999年から
である（新潟日報社報道部2010）。したがって本研究では、トキの野生復帰
事業という場合、およそ2000年前後以降の活動を指すこととする。
実際佐渡市では、現在行われているトキの保護保全に関するさまざまな環
境教育が試みられている。その現状について整理すると、以下のとおりとなる。
２−２−１　佐渡市における環境教育の概要
トキの野生復帰の必要性について、一般に啓発活動を行っているのは、「ト
キの森公園」と呼ばれる施設である。実際にトキの保護保全事業の一翼を担
い、展示や解説を行っている「トキの森公園」では、繁殖事業の展開の中で
飼育下にある個体の生体展示が行われているほか、解説員によるインタープ
リテーションとパネル展示がおこなわれている。野生復帰事業が一定程度す
すんでいるといっても、実際に野外でトキを発見することは比較的困難であ
るが、ここではケージの中にいるとはいえ、実物のトキを見学することがで
きる。事実ここは入場料を徴収する有料の施設であるにもかかわらず、平日
であっても多くの人々が訪問している様子が実際に見て取れた。国内におい
て野生下でのトキ絶滅後に繁殖事業が開始された際、日本国内でとりわけ有
名になったトキの「キン」や「ミドリ」などの剥製標本も展示されており、
トキの野性下絶滅から今日の野生復帰に至るまでの努力と試みの歴史を、順
を追って理解できるような展示が充実している施設である。そういった意味
ではトキについての環境教育の重要な役割を果たしている施設である。
トキの野生順化訓練を担っている環境省の「野生復帰ステーション」は、
基本的に一般公開が行われていない施設であり、ここが直接的に環境教育の
場となるとは考えにくい。しかし当該施設の職員は業務として、例えばトキ
の生態や保護の必要性、現在の野生復帰事業の展開状況など、佐渡市内で必
要に応じて普及啓発する作業に取り組んでおり、環境教育の重要な役割を果
たしているといえる。特にレンジャーと呼ばれる保護官が２名着任しており、
担当者として佐渡市内外におけるさまざまな需要に応え、訪問の求めに応じ
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て講演や解説などを行っている。このことから、環境省としては着任してい
る保護管を中心に、環境教育と意識啓発の充実した対応を行おうとしている、
と捉えることができる。
また佐渡市には、農林水産課生物多様性室の中に「トキ政策係」が置かれ
ている。佐渡市としてのトキに関する環境教育や意識啓発は、主にこのトキ
政策係の職員が対応をしている。例えばさまざまな地区の会合などでトキに
ついての話をしてほしいといった要望があった場合には、このトキ政策係か
ら職員が出向く形で、対応しているとのことである。
佐渡市教育委員会は、『佐渡市学校教育基本構想』（2006）の中で、すでに「ト
キの野生放鳥化に向けた取組について理解し、環境保全に対する意識を高め
ます」と、トキをめぐる環境教育を学校教育の中での充実課題のひとつとし
て位置付けている。そして教育委員会は、例えば小学生用の環境教育副読本
として『みよう・ふれよう佐渡島の環境（改訂版）』（2012）を作成しており、
同じくその教師用の指導資料も用意しており、学校での環境教育を展開して
いる。この副読本の中では、17ページの紙幅を割き、「トキが空にかえって
きた！」「なぜトキは滅んでしまったか」「日本のトキ保護の歴史」「トキの
えさになる生きもの」という幅広い項目の学習を提供する工夫をしている。
また佐渡市立行谷小学校では、昭和 40年代にトキを飼育していたという希
少な経験を有する学校であることと、トキが野生復帰された中心地である新
穂地区に校区があって、野生復帰したトキの存在が比較的近いなどといった
優位性を持つことから、学校全体で「トキ」学習を行うカリキュラムを長年
にわたって展開している。例えばトキに関する調べ学習を行ったうえで、子
どもたちによるトキの森公園での観光客へのトキ解説（夏休み中）の実施な
ど、体験型・参加型のトキ学習を展開している。なお佐渡市教育委員会によ
れば、佐渡市の中でもトキを中心とした環境教育を最も熱心に行っているの
はやはり行谷小学校である、との認識であり、このことから行谷小学校がト
キ学習の最先進校であると捉えられていることが理解できる。
以上のとおり、佐渡はトキの野生復帰という課題に継続的に取り組んでい
るコミュニティであることから、それに応じた環境教育への取り組みが展開
されている。それゆえ、トキの野生復帰事業が成功するために、トキ保護に
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向けた市民の意欲が強固なものとなり、野生復帰事業を支持する住民の数を
増やしていく、というものが佐渡市における環境教育の課題となる。したがっ
て佐渡市における環境教育の目標は、先行しているトキの野生復帰を成功さ
せることとなり、そのために現状のさまざまなセクター、場、施策のつなぎ
を強化することが、環境教育を推進していくために必要である。そして個別
の達成目標として想定されるものの代表は、実際にトキが安心して生息でき
る自然環境の創出と社会的環境、例えば餌場づくりに参加する意欲を高める
とか、トキが単に害鳥扱いされないような認識を向上させること、などといっ
たものとなる。
２−２−２　佐渡市における ESD の課題
トキの野生復帰事業は、現実的に成功しつつある。なぜなら当初の計画で
あった、2015 年に小佐渡東部で 60羽生息、という目標が事実上達成され
たからである。ひとつの目標が、ある時点において達成されたということは、
次の目標設定をいつどのようなものとするのかが、改めて重要となってくる。
つまりそこに、今後の佐渡市におけるトキをめぐる環境教育の課題が重なっ
てくる。
トキの保護が、佐渡市全体を代表する環境課題とまでなっているかという
と、やはりそれは検討が必要な重要な疑問点である。確かに例えば新穂地区
などでは野生復帰したトキが実際に見られるし、放鳥されたトキが移動して
いくような地区においては、当該地区とトキの野生復帰事業とが関連してい
ることが容易に理解できることから、それなりに関心が高くなる。しかしも
ともとトキの生息場所になっていなかった地区や、放鳥されたトキがまった
く飛んでいかない地区にとっては、トキの保護の必要性を果たして充分に理
解できるかと考えた場合、おそらくそのような地域の環境課題であるという
認識を持つことは、かなり厳しいと推測される。それは、佐渡市が2004年（平
成 16年）に市町村合併を果たして島全体がひとつの市となった自治体であ
り、それまでは 10の自治体がそれぞれ独立して運営していたということも、
このことに影響していると考えられる。
しかしあえて、トキの保護保全は佐渡市における ESD の課題でもある、
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と指摘することは可能である。なぜなら、2012 年（平成 24 年）に策定さ
れた佐渡市の『生物多様性佐渡戦略』では、その基本理念を「生物多様性が
育む佐渡の豊かな自然と暮らしを保全・再生する」とし、キャッチコピーに「佐
渡でふれあういのちのつながり～人とトキが暮らす島を孫の世代へ～」とし
たとおり、トキとの共存が主題に置かれた地域づくりを目指していることか
ら、市としてトキの保護・保全は重要な課題であると引き続き認識されてい
る。したがって佐渡市においては、トキの保護・保全という大きな目標に向
かって、それを支持する住民を増やし、保護・保全活動への協力と支援を得
られるような意識啓発や普及啓発を行うことが環境教育の課題となる。細か
い目標については、例えばトキの餌場となるビオトープの拡大に向けた啓発
と実際の整備作業への参加を拡充するなどといったものが、これにあたる。
佐渡市の外からやってくる観光目的の人々に、トキのことを伝え理解して
貰うことも、重要な課題となる。もともと観光が重要な産業の佐渡市におい
て、観光客に対するアピールおよびトキを驚かさないような注意喚起は、ト
キの野生復帰事業を成功させることにとって重要な要素のひとつとなる。
なお現状では、佐渡市におけるトキ保護に関するステークホルダー間での
連携の事例は報告されているが3）、トキ保護に向けた環境教育の課題や問題
点について、認識や対応策を共有するといったような試みはなされておらず、
それぞれの団体等がそれぞれの趣旨や特質に応じて環境教育や意識啓発の活
動を行っている状況である。ESD がつながりを重視している以上、このこと
から佐渡市における ESD はまだプリミティブな段階にある、ということの
示唆を得ることができるし、トキ保護に関連するさまざまな事業がもともと
は国の主導で行われてきたことから、住民にとって自分たちの生活課題であ
るという認識を持つ段階に進むことが ESD の課題となる。
２−３　福島県の放射線教育の現状と ESD の課題 4）
福島県は、東日本大震災の発生時に福島第一原子力発電所から大量の放射
線が飛散するという事故が発生したコミュニティである。放射線はそもそも
目に見えないものであり、それゆえ不安や恐れを福島県下およびその周辺の
人々にもたらした。福島県産の農産物が売れないなどの風評被害もこの放射
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線の大規模な飛散が原因である。放射線について正しい知識と認識を持って
もらうことは、とりもなおさず福島県の住民にとって喫緊の課題であり、ま
た放射線によって長期にわたる健康被害があるかもしれないため、子どもた
ちに対する教育は特に重要な課題となっている。そこで福島県下で企図され
実践されているいわゆる「放射線教育」について、福島県教育委員会および
福島県伊達市教育委員会と、伊達市立富成小学校での取組を中心に、環境教
育の視点から整理する。
２−３−１　福島における環境教育の概要
福島県下で実施されている「放射線教育」とは、小中学生などが目に見え
ないものの存在を物理的に理解することができなかったその放射線と呼ばれ
るものの存在を、科学的にどう理解してもらうか、ということを発端に企画
されたものである。放射線教育の定義については、福島県は「放射線等の基
礎的な性質についての理解を深め、心身ともに健康で安全な生活を送るため
に、自ら考え、判断し、行動する力を育成する」（小・中学校対象）としている。5）
そもそも子どもたちの科学的理解が必要だという認識で、文部科学省が３
タイプの副読本を出したのが平成 23年 10月のことであり、それを受けて、
福島県内の学校から福島県の教育現場では何ができるのか、という意見が出
された。そして同年 11月に、福島県による指導資料として『放射線教育指
導資料』が作成された。指導資料が出された以上は、学校教育現場で何らか
の指導が行われる、ということを意味するが、この放射線教育に係る授業は
年間授業時数として果たしてどの程度実施するのがよいのか、といった質問
が学校現場からでてきた。そのため、その目安としてたとえばQ&Aなどの
中で、例えば「学級活動」の中で年間に約２～３時間程度の時間数を配当す
る、などと例示をしている。
指導資料の改訂版の作成は、文科省の副読本も含めて、原子力発電所事故
の事実に触れていない、という県議会からの批判があり、それに答えるため
に行われた作業である。ただしこの改訂版は、あくまでも放射線に関する基
礎知識の提供という意図で作成したものである。なぜなら健康を維持するた
めには基礎知識の提供と拡充が急務の作業であったと、福島県が認識してい
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たからである。ちなみに放射線教育指導資料は、あくまでも学校教育の現場
で指導するための資料として作成したものであるから、すべてがこの資料の
みで理解できるようなものにはなっていない。例えば、賠償などのお金のこ
とや、現在も動いている課題で政治的な判断が行われることについては、こ
の資料では一切触れられていないし、そのことについて学校教育の現場で教
えるということは難しい、と教育委員会は捉えている。そして現在の放射線
教育指導資料は、さらにそれから改訂作業が行われた第３版となっている（福
島県教育委員会 2014）。
福島県教育委員会による放射線教育の計画と推進を受けて、伊達市にいて
は、市の放射線教育の重点期間として３年間を定め、平成 27年度まで実施
していく計画を設定している。伊達市は放射線教育全体計画の中で、伊達市
においては「特定避難勧奨地点の指定など、市内には比較的放射線量の高い
地域があり、自宅を離れて避難している家庭がある」こと、そして「放射線
についての考えには個人差があること」、子どもの実態としては、「放射線に
関する知識の理解は徐々に高まっている」が「学校・学級により指導に差が
ある」こと、「様々な制限を受けてきたことによるストレスが潜在化している」
ことを前提としてあげている。
福島県が作成した『放射線教育指導資料』は、あくまでも教師用の指導資
料であるが、伊達市教育委員会では子どもが実際に利用する教材として、『放
射線教育副読本～放射線を正しく知ろう～』という副読本を製作し、配布
している（伊達市教育委員会 2013）。この副読本を作成した動機について、
副読本のまえがきに「伊達市のことが書いてある資料がほとんどないために、
伊達市のようすが詳しく分かる資料がほしいという意見がありました」と記
述されていることから、伊達市にとって重要かつ特徴的な情報を学習者に提
供することを主たる目的としていることが理解できる。伊達市の教育委員会
独自で作成したこの副読本は、主として小学校高学年をターゲットにしている。
小学校に入学した段階で配布しているが、発展的な学習も中学校で行っている。
また平成25年3月には、放射線教育指導資料（教師用）を作成している。
また、伊達市の放射線教育の柱のもう一つとして移動教室が挙げられる。
これは夏休みなどに県外に子どもを引率して数日間滞在し、実施されるもの
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であるが、保養という側面としてではなく、少しでも放射線の線量の少ない
ところで思いっきり活動させたい、というねらいによって取り組みが行われ
ているものである。
伊達市立富成小学校では、伊達市教育委員会の副読本の他、文部科学省が
作成した『放射線について考えてみよう』『小学生のための放射線副読本』、
科学技術振興機構が作成した『放射線ってなあに？』、消費者庁による『職
本と放射能Q＆ A』、そして除染情報プラザが作成した紙芝居『ホウシャ線っ
てなんだろう！？』といったさまざまな資料を利用して、全学年で放射線教
育を行っている。6）
この学校の置かれた教育環境については、子どもたちは震災の年に自然に
直接触れることができなくなり、つらさやいらだちを感じつつ、放射線の影
響を心配してそれからの解放を願うようになっていったが、２年目以降の除
染活動による野外での活動が段階的にできるようになり、ストレスが次第に
低減していった。そのような環境を踏まえて、放射線教育への取り組みは、「放
射線に対する正しい知識を教え、体験活動をふまえさせながらよりよい理解
を得させたい、そして将来を見すえての放射線への見方や考え方がしっかり
とできる児童を育てたい」と考えた結果である、とされている。
具体的には、例えば高学年の学級活動において、霧箱を使用した放射線の
観察を企図した放射線教育を行っている。当該時間は一校時を使ったもので
あり、「放射線の飛跡の観察から放射線の存在を知り、線量の変化について
考えていく」というねらいを持ち、指導案の「展開」の中では、指導上の留
意点として、「放射線源は身の回りにあるもので、放射線量は低く、安全で
あることを確認する」「放射性物質から放射線が出ていることを確認するこ
とにより、その特徴をつかむとともに、放射性物質、放射能、放射線の違い
に気付くことができるようにする」「放射線を多く浴びると人体に影響があ
ることから、放射線量を低く抑えることの重要性に気づかせる」という３点
を掲げている。
２−３−２　福島における ESD の課題
以上、福島県、福島県伊達市、そして伊達市立富成小学校という三つのレ
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ベルでの放射線教育の企図や方針を見てきたが、やはり放射線という目に見
えない危険なものに対する恐怖心をどう乗り越えていくか、放射線と生活は
どう関与していくべきか、問題を克服する方法や計画はあり得るのか、果た
して将来はどうしていったたらよいのか、などといったさまざまな課題が生
じている。したがって、放射線教育を単なる環境教育のひとつであるとみな
すよりも、ここからさまざま派生していく教育の取り掛かり段階の教育であ
ると考え、さらにいろいろな課題をつなげていくべきであり、つまり ESD
の視点から考えなければならない問題を持つものである。そして解決に向
けた実践志向型の教育を検討していくべきであり、そういったことから、放
射線教育を ESD と捉え、環境のみならず、安全、生活、復興、開発、政治、
消費、食育、差別などといったものを扱う教育と連携させていく必要がある
のである。
３　目標設定からの環境教育・ESD の分析の視点
以上、三つのコミュニティで取り組まれている環境教育の事例を整理し
ESD の課題を提示してきたが、これらの情報に基づき、ここからコミュニ
ティレベルで取り組まれている環境教育の目標を分析する際の範疇化の試み
を行っていくこととする。
そもそも環境教育および ESD の現実的なあり方については、各地域・各
事例それぞれで検討されるべきものである。つまり各地域・各事例の間に全
く同一の環境教育もしくは ESD というものは存在し得ない、ということに
なる。そうだとすると、それら多様な環境教育や ESD をどのように分析の
対象としていけばよいのだろうか。その考え方には、おそらくさまざまなも
のがある。ここでは中央環境審議会が提出した『これからの環境教育・環境
学習――持続可能な社会をめざして――』（1999）に注目する。この文書に
は、環境教育・環境学習の推進を図っていくために、「場をつなぐ」、「主体
をつなぐ」、「施策をつなぐ」という三つの「つなぐ」、という考え方が提示
されている。
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「場をつなぐ」ということについては、「多様な場において多様な環境学習
機会が提供されていることが必要」とした上で、「家庭、地域社会、職場、学校、
野外活動の場等が相互に連携を図っていく」という方向性を提示している。
「主体をつなぐ」ということについては、「行政、事業者、民間団体、国民等
様々な主体が取り組む」上で、「各主体がその特徴を活かして、それぞれ積
極的な環境教育・環境学習の推進・実践を担うことが期待され」、その上で「多
様な主体が連携・協働しながら活動を展開する」ことへの期待が述べられて
いる。そして「施策をつなぐ」ことについては、「様々な内容について、各
主体の理解を促すためには、環境教育・環境学習と様々な政策手法や各主体
の活動との連携を図ることが効果的」である、と指摘している。
これら「つなぐ」というキーワードを念頭に置くことによって、コミュニ
ティや自治体における環境教育もしくは ESD の目標設定が、どのように捉
えられているかということを分析することができる。意図的なつながりを見
つめることによって、コミュニティや自治体における環境教育や ESD の広
がりが、実際はどのようになっているか、そしてそこではどのような課題が
存在するのか、解決のためにどのような方向性を企画しているのか、誰が解
決に向けたステークホルダーと認識されているか、などといった情報を得る
ことができる。そしてそれらの情報によって、コミュニティにおける環境教
育および ESD の課題設定をみつめなおすことができると考えられる。
４　コミュニティレベルの環境教育を
分析するための枠組の設定
４−１　Ｔ字型を用いた立場の違いの関係
地域やコミュニティに何らかの特定の環境課題があるとする。当該地域の
行政はその環境課題を改善もしくは解決しようという行政的なアプローチを
採用する。その時その環境課題への対応について、住民は何らかの賛成もし
くは反対の意見を持つ。いわば住民は特定の環境課題に対する対処について
の賛否のステークホルダーという立場になることが想定できる。住民一人ひ
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とりにとっての賛否の判断がどのようになされるかについては、純粋な関心
に基づくものであったり、経済的な便益の存否であったり、さまざまあると
考えられる。ここで重要となってくるのは、特定の環境課題へのアプローチ
に対する住民の判断は、賛否のみではないということである。つまり、住民
の中には、一定数の賛成の層（これには条件付き賛成も含む）と、一定の反
対層（これには条件付き反対も含む）のほかに、一定の無関心層やどちらで
もない層がある、ということである。この三者の関係を図示すると、図１の
とおりとなる。賛成と反対は基本的に直線上でいわゆる対立の関係にあるが、
無関心層やどちらでもない層は、賛成と反対が対立している直線上ではない
位置に存在することになる。そのような層を図のどこにプロットするかにも
よるが、賛否の意思がはっきりしている直線上の下に置くと、Ｔ字型の図が
描けることになる。
図１　環境課題の対応策への立場の違いによる位置関係
このＴ字型を踏まえて、特定の環境課題をめぐる環境教育の役割を検討す
ることとする。そもそも環境教育とは、さまざま存在する価値観のどれか
のみを周知・広報・啓発するようなものではなく、「社会的合意によって規
範性が社会のものとなる」ことを支えるものとして認識されている（都留
1980）。すると、たとえばある環境課題を解決するための方策について、賛
成の立場の環境教育は、それに反対の立場の人々に対する働きかけを通じて、
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賛成の立場の人々の数を増やすということが目的となろう。それとは逆のこ
とも同じで、反対の層における環境教育は、賛成の立場の人々に働きかけて、
その考えを改めさせようという目的を持つものとなる。行政的な解決がすす
められている環境課題については、その改善策を採用している政策や行政を
支持してもらえるような意識啓発が環境教育と考えられることもあるだろ
う。またたったひとりの教師による教育実践によって、公害の問題の真相に
子どもたちを接近させていくという公害教育の時に見られた事例もあって、
このような環境教育は当然公害反対運動と密接に関連していかざるを得ない
ので、行政や政策を批判するような立場のものとなる。いずれにしても、環
境課題の改善手法や解決策に対する賛否の立場が明確であればあるほど、そ
れらの立場によって取り組まれる環境教育の性格はおのずと明らかになる。
ところが問題は、関心のない層や賛成反対のどちらでもない層に対する環
境教育の構築の仕方である。Ｔ字型の図にしたがえば、無関心層は賛否の直
線上には存在しないので、無関心層それ自体が環境教育を提供する主体とな
ることは当然想定できない。無関心層はあくまでも環境教育の受け手であっ
て、賛成もしくは反対の一部やその代表が環境教育の実施の主体となって、
無関心層にアプローチすることになる。そして、無関心層のどれだけ多くの
人々を賛否どちらの層に取り込むことに成功するかによって、賛否どちらが
支持されているかという住民の量のバランスが環境教育によって変化してい
くことが予想できる。つまりこの場合の環境教育は、賛否どちらかの層がど
れだけ無関心層を引き付けることができるか、といったある意味政治的な活
動となっているのである。
以上のことから、無関心層や賛成反対のどちらでもない層に向けた環境教
育の目的は、それら無関心層に教育的なアプローチをすることを通じて、環
境課題の改善に向けて行われるある種の取り組みに参加・協力してもらう、
もしくは非協力・批判をしてもらうために、賛成もしくは反対のどちらかの
位置に移動してもらうことを誘導することにある。したがってそこでの環境
教育は、主体の違いによる内容の取捨選択がおのずから行われる。
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４−２　逆三角形分析枠組の提案
以上の理解を踏まえて、コミュニティで行われる環境教育の分析枠組とし
て、「逆三角形分析枠組」を設定することとする。この「逆三角形分析枠組」
とは、環境課題を解決する政策的手法への賛成反対無関心という三つの層を
めぐる環境教育がどのようなものであるか、ということを明らかにする手掛
かりを与えてくれるものである（図２）。
図２　逆三角形分析枠組
２節で三つのコミュニティにおける環境教育の概要を整理してきたとお
り、環境課題が明確なコミュニティでは、この逆三角形分析枠組をあてはめ
ることが容易である。例えば長崎県対馬市においては、絶滅の恐れのあるツ
シマヤマネコが生息するコミュニティであるがゆえ、このツシマヤマネコを
絶滅の危機から守るという環境課題が存在し、その手法としてツシマヤマネ
コの保護増殖、そして将来の実際の野生復帰事業が構想されている。当然な
がらそういった手法に対して、地域住民は、数の大小はあるけれども、賛成
と反対の双方の考え方を持つ（本田ほか 2010）。さらに、ツシマヤマネコ
に興味や関心がない無関心層もそれなりに存在することから、この三者をめ
ぐる環境教育は、無関心層の取り込みということが最も重要となる。明らか
に反対層による無関心層の取り込みを目的とした環境教育は、これまでの調
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査によってはその存在を発見することができなかったが、理論上はそのよう
な環境教育も存在するという可能性を指摘できる。
対馬市における環境教育と同様のことは、新潟県佐渡市におけるトキの野
生復帰事業や福島県や福島県伊達市における放射線教育の取り組みにもあて
はまる。例えば佐渡では、2008 年に実施された住民へのアンケート調査に
よると、トキの野生復帰事業におおいに賛成の住民が 30％、おおいに反対
の住民は８％と、数字に開きはあるものの、双方の立場が確かに両存してい
る状況にある（本田 2009）。つまり賛成と反対の両方の立場からの環境教
育が佐渡には併存する、ということを推測することが可能である。福島の放
射線教育の現場では、例えば「放射線は恐れるものではない」というメッセー
ジに対しても、それに賛成と反対の両方の考え方や認識が提出されるであろ
うことは予想に難くない。そしてそれぞれの考え方や認識によって、環境教
育の内容や方向性が構築され得ることになるのである。もちろん、賛成でも
なく反対でもなく、何らかの事情で判断を留保している住民というのも、い
わゆる関心がない、という人々とは別に存在することも考えられる。それで
も、これらの層の人々は環境教育の発信側にはなり得ず、あくまでも受け手
という立場に置かれることには疑問はないだろう。
いずれにせよ明確な課題や問題が存在し、それへの対処が提案されており、
そこで生じるさまざまな葛藤のどこに軸足を置くかで、環境教育や ESD の
目的は変化してくるのであり、それぞれ異なった姿となって、環境教育の実
践の現場に現れてくるのである。
４−３　小括
４－２で提示した「逆三角形分析枠組」は、２節で取り上げたような環境
課題が明らかなコミュニティでは、分析作業上取り入れやすいものとなる。
対馬のツシマヤマネコや佐渡のトキの保護・保全・野生復帰といった課題は、
それが国や自治体の行政課題となっている以上、住民はそれに賛成か反対と
いう意思表示をしやすいからである。また福島県や伊達市でも、放射線とい
う物質に対する忌避感や除染等への関心の持ち方やそれに対する立ち位置に
よって、住民は賛否どちらかの立場を明確にしやすくなっている。そして環
一九
コミュニティで取り組まれている環境教育の分析枠組の検討
295
境課題が明確なコミュニティであっても、提示される課題への対処方針に対
して、賛成反対のどちらでもない、もしくは関心がない、という層も一定程
度存在することが予想される。したがって、Ｔ字型のパターンおよび逆三角
形分析枠組というものを念頭に置くことによって、そこで展開される環境教
育の事例を検討する際に、住民がどのような位置づけにあるのかを把握し、
そこで行われている環境教育の方向性がどのようなものとして計画されてい
るのか、ということが理解しやすくなるわけである。この場合、特定の環境
課題の解決や改善への対応策に対して、賛成もしくは反対という考えを持つ
住民がいて、そのどちらもがお互いの反対側の陣営の人々を、説得によって
自分たちのほうに引き寄せるという環境教育もあり得るし、Ｔ字型の下部に
位置する無関心層に働きかけ、それぞれの陣営に人々を誘導する、というこ
ともあり得る。環境課題に対処している行政機能が、自らの行政機関の進め
る施策に対して批判的な意識啓発や環境教育はおそらくほとんど展開しない
であろうことから、この分析枠組は、行政や市民団体の行う環境教育を現実
的に見つめ、その環境教育の制度がどのようなものであるかを明らかにする
という機能をも有していると考えることができる。
５　考察
コミュニティに明確な環境課題があるところでは、コミュニティレベルで
の環境課題の対処策に、住民は当然賛否の立場を明らかにしやすい状況にあ
る。しかしコミュニティに明確もしくは喫緊の環境課題が存在しないところ
では、そもそもＴ字の横軸に相当するような、対処策への賛否自体がそもそ
も存在しないということになる。したがってそのようなコミュニティでは、
そこで行われるべき環境教育が、何らかの課題解決を志向したものとはなり
にくく、どういう内容や方向性、形態をとって、そしてどういう層に対して
何をゴールにしていけば良いか、という点について、ほとんど不明瞭なもの
となってしまう恐れが存在する。いうなれば、環境課題が明確で何らかの対
応をしなければいけないことがすでに明らかになっているコミュニティと、
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そうではなくて環境課題が庸俗、つまりそれほど明確ではなく喫緊の課題と
はなっていない状況にあるコミュニティとでは、それぞれで行われる環境教
育は当然異なるし、また環境教育の内容の優先度についても差異が発生して
くるのである。特に環境教育の企図に際して困難を感じるであろうコミュニ
ティは、環境課題が庸俗な自治体である。そこで環境課題が庸俗なコミュニ
ティにおいて、混乱を回避しつつきちんと環境教育を展開していくには、環
境教育の分野での「コミュニティ支援」というキーワードについて検討もし
くは留意点する必要がある、と指摘することができる。
コミュニティは環境課題の最前線である。特に地域において持続可能な開
発の視点は重要である（高橋 2011・2014）。コミュニティの住民は環境課
題の解決や、地域の持続可能な開発のための活動に参加しなければならない
ので、コミュニティでは住民を対象とした環境教育が企画され、実施される。
コミュニティでの環境教育には、そのコミュニティにおいて、切実もしくは
喫緊の課題が取り上げられるべきである。また現実問題として、地域課題
ということでさまざまな環境教育への取り組みが行われる。ところで国等に
よって統一型の環境教育というものが導入されたとすると、それと地域課題
とは現実的に乖離してくるし、それが障害となってくるということも予想さ
れる。例えば学習指導要領にも環境教育の要素が含まれている。学習指導要
領は、国が定めるいわゆる国家統一的な教育の基準である。しかしこれはあ
くまで大綱的なものであり、それを踏まえつつもコミュニティの課題に落と
し込みを行って、実際の環境教育が内容と方法が企図され展開されなければ、
環境教育として実践が行われたとしてもそれはあまり意味のないものになっ
てしまう。つまり結局は、それぞれの地域でそれぞれの地域の課題解決もし
くは課題対応型の環境教育が行なわれるべきであり、そこにコミュニティ支
援型環境教育の企図の工夫が必要となってくるのである。したがって環境課
題が庸俗であるコミュニティにおいては、それでも当該コミュニティの特性
を考えて、コミュニティ支援型の環境教育を提案することが必要となるので
ある。つまり、４－１で示したＴ字の横軸を失っているコミュニティや環境
課題が庸俗な自治体では、そもそもどういった環境課題が存在するのか、そ
してそれへの立場をどのように確立していくのか、ということについて環境
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教育を企画する関係者は留意し検討していかなければならないのである。
コミュニティ支援型の環境教育の企画に成功し、当該コミュニティで何ら
かの環境教育もしくは環境意識啓発の活動が行われていった結果、そのコ
ミュニティにはＴ字の下の部分に相当する無関心層がほとんどいなくなる、
という状況に推移することも十分予想され得る。また環境課題の対処方針へ
の賛否が激しく争っている事例では、無関心層へのアプローチが環境教育と
いう形になって激しく行なわれることもあり得る。したがって、環境教育や
ESD などという実践は、それがどんなに中立もしくは中道の立場を採ろうと
したとしても、おそらくいずれかの立場に軸足を置いたものとならざるを得
ない。つまり、コミュニティを支援するというのは、そのコミュニティがど
のようになっていくべきか、どのような目標を掲げて進んでいくべきか、と
いうことを基盤にすることを通じて、すでにある価値観を有しているのであ
り、そのような価値観から離れた環境教育などというものは本来存在しえな
いのである。
なお、コミュニティ支援型の環境教育のあるべき方向性の検討と、逆三角形
分析枠組を環境課題が庸俗な自治体に適用する作業は、今後の課題としたい。
註
１）2014 年 8 月 6～ 11 日および 11 月 28・29 日に対馬市の関係諸団体
を訪問し、聞き取り調査を行った。
２）2014 年 8 月 18 ～ 22 日に佐渡市の関係諸団体を訪問し、聞き取り調
査を行った。
３）2014年 7月 9日に地球環境パートナーシッププラザで開催されたＳＲ
セミナー「協働で支える、トキとの共生」で配布された、ＮＰＯ法人新
潟ＮＰＯ協会による「トキとの共生に向けた新潟県の動き」等を参照した。
４）2014 年 11 月 7日に、福島県教育委員会、伊達市教育委員会、伊達市
立富成小学校を対象とした聞き取り調査を行った。この聞き取り調査は、
科学研究費補助金基盤研究（Ｂ）「公害教育の再審」に参加する研究者
と共同で実施したものである。
５）2014 年 11 月 7日の聞き取り調査時の、福島県教育委員会作成の配布
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資料を参照した。
６）2014 年 11 月 7日の聞き取り調査時に、配布された平成 26年 11 月 7
日付けの『富成小学校放射線教育資料』と題された資料を参照した。
付記
本研究の一部に、科学研究費補助金基盤研究（C）（研究課題番号：
2635024「環境課題が庸俗なアジアの自治体におけるコミュニティ支援型
環境教育の研究」）および科学研究費補助金基盤研究（B）（研究課題番号：
24330215「公害教育運動の再審；歴史・比較・発展」）を利用した。
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